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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　［Ａ］ポリアミック酸及びポリイミドからなる群より選択される少なくとも一種の重合
体、並びに
　［Ｂ］下記式（１）で表される化合物
を含有する液晶配向剤。

【化１】

（式（１）中、Ｒはそれぞれ独立して、水素原子、メチロール基、炭素数２～７のアルコ
キシメチル基、－ＣＨ２ＯＹ又は－ＣＨ２ＯＺである。Ｙは環状ヒンダードアミン構造を
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有する基である。Ｚはヒンダードフェノール構造を有する基である。但し、Ｒの少なくと
も一つは環状ヒンダードアミン構造又はヒンダードフェノール構造を有する基である。）
【請求項２】
　上記Ｙが有する環状ヒンダードアミン構造が下記式（２ａ）で表される基であり、Ｚが
有するヒンダードフェノール構造が下記式（３ａ）で表される基である請求項１に記載の
液晶配向剤。
【化２】

（式（２ａ）中、
　ＲＩは水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数６～２０のアリール基、炭素数７
～１３のアラルキル基又は１，３－ジオキソブチル基である。
　ＲＩＩ～ＲＶはそれぞれ独立して、炭素数１～６のアルキル基、炭素数６～１２のアリ
ール基又は炭素数７～１３のアラルキル基である。
　Ｘ１は単結合、カルボニル基又は＊－ＣＯＮＨ－である。但し、＊を付した結合手がピ
ペリジン環と結合する。
　Ｘ２～Ｘ５はそれぞれ独立して、単結合、カルボニル基、＊－ＣＨ２－ＣＯ－又は＊－
ＣＨ２－ＣＨ（ＯＨ）－である。但し、＊を付した結合手がピペリジン環と結合する。
　Ｘ６は単結合、－ＣＯ－、メチレン基又は炭素数２～６のアルキレン基である。）
【化３】

（式（３ａ）中、ＲＶＩは炭素数４～１６の炭化水素基である。ＲＶＩＩは水素原子又は
炭素数１～１６の炭化水素基である。Ｘ７は単結合、－ＣＯ－、メチレン基又は炭素数２
～６のアルキレン基である。ｎは０～３の整数である。）
【請求項３】
　［Ｂ］化合物が、
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　（ｂ１）下記式（１ｘ）で表される化合物と
　（ｂ２）下記式（２）及び／又は式（３）で表される化合物と
の反応生成物である請求項２に記載の液晶配向剤。
【化４】

（式（１ｘ）中、Ｒｘはそれぞれ独立して、水素原子、メチロール基又は炭素数２～７の
アルコキシメチル基である。但し、Ｒｘの少なくとも一つはメチロール基又は炭素数２～
７のアルコキシメチル基である。）
【化５】

（式（２）中、Ｙは上記式（２ａ）で表される基である。）
【化６】

（式（３）中、Ｚは上記式（３ａ）で表される基である。）
【請求項４】
　上記Ｙが下記式（２ａ－１）～（２ａ－２）で表される基からなる群より選択される少
なくとも一種であり、Ｚが下記式（３ａ－１）～（３ａ－２）で表される基からなる群よ
り選択される少なくとも一種である請求項２又は請求項３に記載の液晶配向剤。
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【化７】

【請求項５】
　［Ｂ］化合物の使用割合が、［Ａ］重合体１００質量部に対して０．１質量部以上１０
０質量部以下である請求項１から請求項４のいずれか１項に記載の液晶配向剤。
【請求項６】
　請求項１から請求項５のいずれか１項に記載の液晶配向剤から形成される液晶配向膜。
【請求項７】
　請求項６に記載の液晶配向膜を備える液晶表示素子。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、液晶配向剤、液晶配向膜、液晶表示素子、化合物及びこの化合物の製造方法
に関する。さらに詳しくは、液晶配向性に優れ、かつ長時間連続駆動しても性能の劣化が
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少ない液晶配向膜、及び高品位の表示が可能であり、長時間駆動した場合であっても残像
消去時間が短い液晶表示素子に関する。
【背景技術】
【０００２】
　液晶表示素子は、消費電力が小さく、小型化及びフラット化が容易である等の利点を有
することから、携帯電話、液晶テレビ等の液晶表示装置に幅広く用いられている。かかる
液晶表示装置の表示モードとして、液晶分子の配向状態の変化に応じ、Ｔｗｉｓｔｅｄ　
Ｎｅｍａｔｉｃ型（ＴＮ型）、Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ型（ＳＴＮ
型）、Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ型（ＩＰＳ型）、Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌ
ｉｇｎｍｅｎｔ型（ＶＡ型）等の液晶セルを有する液晶表示素子が開示されている。いず
れの表示モードにおいても、液晶分子の配向状態は、液晶配向膜で制御されていることか
ら、液晶配向膜及びこの液晶配向膜の材料となる液晶配向剤の有する特性が、液晶表示素
子の特性の発現に影響する。
【０００３】
　液晶配向剤の材料としては、ポリアミック酸、ポリイミド、ポリアミド、ポリエステル
等の樹脂材料が知られており、特にポリアミック酸又はポリイミドを含有する液晶配向剤
から形成される液晶配向膜は耐熱性、機械的強度、液晶との親和性等に優れており、多く
の液晶表示素子に使用されている（特許文献１～６参照）。かかる液晶表示素子をテレビ
ジョン用途等に使用し、長時間連続駆動すると、液晶配向膜が熱及び光に長時間曝される
ことによって劣化し、表示品位が劣化することが知られている。
【０００４】
　そこで、長時間連続駆動した場合でも表示品位を劣化させない技術として、架橋構造を
付与できる材料の使用が検討されている（特許文献７参照）。しかしながら、かかる材料
を使用した液晶表示素子は電圧保持率等の電気特性が劣化する程度は少ないものの、駆動
時間が長くなると共に残留ＤＣ電圧の値が大きくなる不都合がある。
【０００５】
　このような状況から、長時間連続駆動をした場合であっても良好な液晶配向性能及び電
気特性が維持されると共に、優れた耐候性を有し、残留ＤＣ電圧の増大が抑制された液晶
配向膜を形成可能な液晶配向膜剤の開発が望まれている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平４－１５３６２２号公報
【特許文献２】特開昭６０－１０７０２０号公報
【特許文献３】特開平１１－２５８６０５号公報
【特許文献４】特開昭５６－９１２７７号公報
【特許文献５】米国特許第５，９２８，７３３号
【特許文献６】特開昭６２－１６５６２８号公報
【特許文献７】特開２００８－２１６９８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　本発明は、以上のような事情に基づいてなされたものであり、その目的は長時間連続駆
動をした場合であっても良好な液晶配向性能及び電気特性が維持されると共に、優れた耐
候性を有し、残留ＤＣ電圧の増大が抑制された液晶配向膜を形成可能な液晶配向剤、液晶
配向膜、液晶配向膜を備える液晶表示素子、化合物及び化合物の製造方法の提供である。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記課題を解決するためになされた発明は、
　［Ａ］ポリアミック酸及びポリイミドからなる群より選択される少なくとも一種の重合
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体、並びに
　［Ｂ］下記式（１）で表される化合物
を含有する液晶配向剤である。
【化１】

（式（１）中、Ｒはそれぞれ独立して、水素原子、メチロール基、炭素数２～７のアルコ
キシメチル基、－ＣＨ２ＯＹ又は－ＣＨ２ＯＺである。Ｙは環状ヒンダードアミン構造を
有する基である。Ｚはヒンダードフェノール構造を有する基である。但し、Ｒの少なくと
も一つは環状ヒンダードアミン構造又はヒンダードフェノール構造を有する基である。）
【０００９】
　当該液晶配向剤が、［Ａ］重合体及び［Ｂ］化合物を含有することで、長時間連続駆動
をした場合であっても良好な液晶配向性能及び電気特性が維持されると共に、優れた耐候
性を有し、残留ＤＣ電圧の増大が抑制された液晶配向膜を形成できる。
【００１０】
　上記Ｙが有する環状ヒンダードアミン構造が下記式（２ａ）で表される基であり、Ｚが
有するヒンダードフェノール構造が下記式（３ａ）で表される基であることが好ましい。
【化２】

（式（２ａ）中、
　ＲＩは水素原子、炭素数１～６のアルキル基、炭素数６～２０のアリール基、炭素数７
～１３のアラルキル基又は１，３－ジオキソブチル基である。
　ＲＩＩ～ＲＶはそれぞれ独立して、炭素数１～６のアルキル基、炭素数６～１２のアリ
ール基又は炭素数７～１３のアラルキル基である。
　Ｘ１は単結合、カルボニル基又は＊－ＣＯＮＨ－である。但し、＊を付した結合手がピ
ペリジン環と結合する。
　Ｘ２～Ｘ５はそれぞれ独立して、単結合、カルボニル基、＊－ＣＨ２－ＣＯ－又は＊－
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ＣＨ２－ＣＨ（ＯＨ）－である。但し、＊を付した結合手がピペリジン環と結合する。
　Ｘ６は単結合、－ＣＯ－、メチレン基又は炭素数２～６のアルキレン基である。）
【化３】

（式（３ａ）中、ＲＶＩは炭素数４～１６の炭化水素基である。ＲＶＩＩは水素原子又は
炭素数１～１６の炭化水素基である。Ｘ７は単結合、－ＣＯ－、メチレン基又は炭素数２
～６のアルキレン基である。ｎは０～３の整数である。）
【００１１】
　環状ヒンダードアミン構造又はヒンダードフェノール構造が上記の特定構造を有するこ
とで、電気的特性を維持しつつ、耐候性がより向上できる。
【００１２】
　当該液晶配向剤が含有する［Ｂ］化合物は、（ｂ１）下記式（１ｘ）で表される化合物
と（ｂ２）下記式（２）及び／又は式（３）で表される化合物との反応生成物であること
が好ましい。
【化４】

（式（１ｘ）中、Ｒｘはそれぞれ独立して、水素原子、メチロール基又は炭素数２～７の
アルコキシメチル基である。但し、Ｒｘの少なくとも一つはメチロール基又は炭素数２～
７のアルコキシメチル基である。）
【化５】

（式（２）中、Ｙは上記式（２ａ）で表される基である。）
【化６】

（式（３）中、Ｚは上記式（３ａ）で表される基である。）
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【００１３】
　上記（ｂ１）化合物と（ｂ２）化合物を反応させることにより、容易に［Ｂ］化合物が
得られる。
【００１４】
　上記Ｙが下記式（２ａ－１）～（２ａ－２）で表される基からなる群より選択される少
なくとも一種であり、Ｚが下記式（３ａ－１）～（３ａ－２）で表される基からなる群よ
り選択される少なくとも一種であることが好ましい。
【化７】

【００１５】
　［Ｂ］化合物が上記特定の基を有することで液晶配向膜は堅牢性が増し、より耐候性に
優れる。
【００１６】
　［Ｂ］化合物の使用割合が、［Ａ］重合体１００質量部に対して０．１質量部以上１０
０質量部以下であることが好ましい。［Ｂ］化合物を上記のように特定量含有することで
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、耐候性より向上できる。
【００１７】
　当該液晶配向剤から形成される液晶配向膜及びこの液晶配向膜を備える液晶表示素子も
本発明に好適に含まれる。当該液晶表示素子は、種々の装置に好適に適用でき、例えば時
計、携帯型ゲーム、ワープロ、ノート型パソコン、カーナビゲーションシステム、カムコ
ーダー、携帯情報端末、デジタルカメラ、携帯電話、各種モニター、液晶テレビ等の表示
装置に用いられる。
【００１８】
　本発明には、下記式（１）で表される化合物が含まれる。
【化８】

（式（１）中、Ｒはそれぞれ独立して、水素原子、メチロール基、炭素数２～７のアルコ
キシメチル基、－ＣＨ２ＯＹ又は－ＣＨ２ＯＺである。Ｙは環状ヒンダードアミン構造を
有する基である。Ｚはヒンダードフェノール構造を有する基である。但し、Ｒの少なくと
も一つは環状ヒンダードアミン構造又はヒンダードフェノール構造を有する基である。）
【００１９】
　当該化合物は、液晶配向膜を形成するための液晶配向剤等の成分として好適に使用でき
る。
【００２０】
　本発明には、下記式（１ｘ）で表される化合物と、下記式（２）及び又は式（３）で表
される化合物とを反応させる工程を有する当該化合物の製造方法が含まれる。
【化９】

（式（１ｘ）中、Ｒｘはそれぞれ独立して、水素原子、メチロール基又は炭素数２～７の
アルコキシメチル基である。但し、Ｒｘの少なくとも一つはメチロール基又は炭素数２～
７のアルコキシメチル基である。）
【化１０】
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（式（２）中、Ｙは環状ヒンダードアミン構造を有する基である。）
【化１１】

（式（３）中、Ｚはヒンダードフェノール構造を有する基である。）
【００２１】
　なお、上記ＲＩが示す炭素数６～２０のアリール基、炭素数７～１３のアラルキル基、
ＲＩＩ～ＲＶが示す炭素数１～６のアルキル基、炭素数６～１２のアリール基及び炭素数
７～１３のアラルキル基が有する水素原子の一部又は全部は置換されていてもよい。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、長時間連続駆動をした場合であっても良好な液晶配向性能及び電気特
性が維持されると共に、優れた耐候性を有し、残留ＤＣ電圧の増大が抑制された液晶配向
膜を形成可能な液晶配向剤、液晶配向膜、液晶配向膜を備える液晶表示素子、化合物及び
化合物の製造方法を提供できる。従って、本発明の液晶表示素子は高品位の表示が可能で
あり、長期間駆動をした場合にも表示性能の劣化が少なく、種々の装置に有効に適用でき
、例えば時計、携帯型ゲーム、ワープロ、ノート型パソコン、カーナビゲーションシステ
ム、カムコーダー、携帯情報端末、デジタルカメラ、携帯電話、各種モニター、液晶テレ
ビ等の表示装置に好適に適用される。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
　以下、本発明の実施形態について詳述する。
【００２４】
＜液晶配向剤＞
　本発明の液晶配向剤は、［Ａ］ポリアミック酸及びポリイミドからなる群より選択され
る少なくとも一種の重合体（以下、「［Ａ］重合体」と称することがある）、並びに［Ｂ
］上記式（１）で表される化合物（以下、［Ｂ］化合物と称することがある）を含有する
。また、当該液晶配向剤は、本発明の効果を損なわない限り、任意成分を含有してもよい
。以下、［Ａ］重合体、［Ｂ］化合物及び任意成分について詳述する。
【００２５】
＜［Ａ］重合体＞
　［Ａ］重合体としてのポリアミック酸は、テトラカルボン酸二無水物及びジアミンを反
応させることにより得られ、ポリイミドは、かかるポリアミック酸を脱水閉環することに
より得られる。以下、テトラカルボン酸二無水物及びジアミンについて詳述する。
【００２６】
［テトラカルボン酸二無水物］
　テトラカルボン酸二無水物としては、例えばブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２
，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２－ジメチル－１，２，３，４
－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，３－ジメチル－１，２，３，４－シクロ
ブタンテトラカルボン酸二無水物、１，３－ジクロロ－１，２，３，４－シクロブタンテ
トラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－テトラメチル－１，２，３，４－シクロブタ
ンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロペンタンテトラカルボン酸二無水
物、１，２，４，５－シクロヘキサンテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－
ジシクロヘキシルテトラカルボン酸二無水物、２，３，５－トリカルボキシシクロペンチ
ル酢酸二無水物、２，３，４，５－テトラヒドロフランテトラカルボン酸二無水物、１，
３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－
フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，
９ｂ－ヘキサヒドロ－５－メチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニ
ル）－ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－
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ヘキサヒドロ－５－エチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－
ナフト［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサ
ヒドロ－７－メチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト
［１，２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ
－７－エチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，
２－ｃ］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－
メチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ
］－フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－エチル
－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フ
ラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５，８－ジメチル
－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］－フ
ラン－１，３－ジオン、ビシクロ［２．２．２］－オクト－７－エン－２，３，５，６－
テトラカルボン酸二無水物、３－オキサビシクロ［３．２．１］オクタン－２，４－ジオ
ン－６－スピロ－３’－（テトラヒドロフラン－２’，５’－ジオン）、５－（２，５－
ジオキソテトラヒドロ－３－フラニル）－３－メチル－３－シクロヘキセン－１，２－ジ
カルボン酸無水物、３，５，６－トリカルボキシ－２－カルボキシメチルノルボルナン－
２：３，５：６－二無水物、４，９－ジオキサトリシクロ［５．３．１．０２，６］ウン
デカン－３，５，８，１０－テトラオン、下記式（Ｔ－１）、式（Ｔ－２）で表される化
合物、ピロメリット酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸
二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、１，４
，５，８－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、２，３，６，７－ナフタレンテトラカ
ルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ビフェニルエーテルテトラカルボン酸二無水物
、３，３’，４，４’－ジメチルジフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、３，３’
，４，４’－テトラフェニルシランテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－フラン
テトラカルボン酸二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェ
ニルスルフィド二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニ
ルスルホン二無水物、４，４’－ビス（３，４－ジカルボキシフェノキシ）ジフェニルプ
ロパン二無水物、３，３’，４，４’－パーフルオロイソプロピリデンジフタル酸二無水
物、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２，２’，３，３’－
ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、ビス（フタル酸）フェニルホスフィンオキサイド
二無水物、ｐ－フェニレン－ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、ｍ－フェニレン－
ビス（トリフェニルフタル酸）二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４，４’－ジ
フェニルエーテル二無水物、ビス（トリフェニルフタル酸）－４，４’－ジフェニルメタ
ン二無水物、エチレングリコール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、プロピレングリ
コール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、１，４－ブタンジオール－ビス（アンヒド
ロトリメリテート）、１，６－ヘキサンジオール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、
１，８－オクタンジオール－ビス（アンヒドロトリメリテート）、２，２－ビス（４－ヒ
ドロキシフェニル）プロパン－ビス（アンヒドロトリメリテート）及び下記式（Ｔ－３）
～式（Ｔ－６）で表される化合物等が挙げられる。これらは単独で又は２種以上組合せて
使用できる。
【００２７】
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【００２８】
　上記式中、Ｒ１及びＲ３はそれぞれ独立して、芳香環を有する２価の有機基である。Ｒ
２及びＲ４はそれぞれ独立して、水素原子又はアルキル基である。
【００２９】
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【化１４】

【００３０】
　上記式（Ｔ－１）及び（Ｔ－２）で表される化合物としては、例えば下記式（Ｔ－１－
１）～（Ｔ－２－１）で表される化合物が挙げられる。
【００３１】
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【化１５】

【００３２】
　これらテトラカルボン酸二無水物のうち、ブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２，
３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，３－ジメチル－１，２，３，４－
シクロブタンテトラカルボン酸二無水物、１，２，３，４－シクロペンタンテトラカルボ
ン酸二無水物、２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無水物、１，３，３ａ
，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル
）－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキ
サヒドロ－８－メチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフ
ト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ
－５，８－ジメチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト
［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、ビシクロ［２．２．２］－オクト－７－エン－
２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、３－オキサビシクロ［３．２．１］オクタ
ン－２，４－ジオン－６－スピロ－３’－（テトラヒドロフラン－２’，５’－ジオン）
、５－（２，５－ジオキソテトラヒドロ－３－フラニル）－３－メチル－３－シクロヘキ
セン－１，２－ジカルボン酸無水物、３，５，６－トリカルボキシ－２－カルボキシメチ
ルノルボルナン－２：３，５：６－二無水物、４，９－ジオキサトリシクロ［５．３．１



(16) JP 5556395 B2 2014.7.23

10

20

30

40

50

．０２，６］ウンデカン－３，５，８，１０－テトラオン、ピロメリット酸二無水物、３
，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ビ
フェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカ
ルボン酸二無水物、１，４，５，８－ナフタレンテトラカルボン酸二無水物、上記式（Ｔ
－１－１）～（Ｔ－１－３）及び式（Ｔ－２－１）で表される化合物からなる群より選択
される少なくとも一種（以下、「特定テトラカルボン酸二無水物」と称することある）を
用いることが、良好な液晶配向性を発現できる点で好ましい。
【００３３】
　特定テトラカルボン酸二無水物としては、１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボ
ン酸二無水物、２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無水物、１，３，３ａ
，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル
）－ナフト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキ
サヒドロ－８－メチル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフ
ト［１，２－ｃ］フラン－１，３－ジオン、３－オキサビシクロ［３．２．１］オクタン
－２，４－ジオン－６－スピロ－３’－（テトラヒドロフラン－２’，５’－ジオン）、
５－（２，５－ジオキソテトラヒドロ－３－フラニル）－３－メチル－３－シクロヘキセ
ン－１，２－ジカルボン酸無水物、３，５，６－トリカルボキシ－２－カルボキシメチル
ノルボルナン－２：３，５：６－二無水物、４，９－ジオキサトリシクロ［５．３．１．
０２，６］ウンデカン－３，５，８，１０－テトラオン、ピロメリット酸二無水物及び上
記式（Ｔ－１－１）で表される化合物からなる群より選択される少なくとも一種が好まし
い。
【００３４】
　特定テトラカルボン酸二無水物の使用割合としては、全テトラカルボン酸二無水物に対
して、５０モル％以上が好ましく、６０モル％以上がより好ましく、８０モル％以上が特
に好ましく、特定テトラカルボン酸二無水物のみを用いることが最も好ましい。
【００３５】
［ジアミン］
　ジアミンとしては、例えばｐ－フェニレンジアミン、ｍ－フェニレンジアミン、４，４
’－ジアミノジフェニルメタン、４，４’－ジアミノジフェニルエタン、４，４’－ジア
ミノジフェニルスルフィド、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、４，４’－ジアミ
ノベンズアニリド、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、１，５－ジアミノナフタレ
ン、２，２’－ジメチル－４，４’－ジアミノビフェニル、３，３’－ジメチル－４，４
’－ジアミノビフェニル、２，２’－ジトリフルオロメチル－４，４’－ジアミノビフェ
ニル、３，３’－ジトリフルオロメチル－４，４’－ジアミノビフェニル、５－アミノ－
１－（４’－アミノフェニル）－１，３，３－トリメチルインダン、６－アミノ－１－（
４’－アミノフェニル）－１，３，３－トリメチルインダン、３，４’－ジアミノジフェ
ニルエーテル、３，３’－ジアミノベンゾフェノン、３，４’－ジアミノベンゾフェノン
、４，４’－ジアミノベンゾフェノン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フ
ェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］ヘキサフル
オロプロパン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，２－
ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］スルホン、１，４－ビス（４－アミノフ
ェノキシ）ベンゼン、４，４’－ビス（４－アミノフェノキシ）ビフェニル、１，３－ビ
ス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、１，３－ビス（３－アミノフェノキシ）ベンゼン
、９，９－ビス（４－アミノフェニル）－１０－ヒドロアントラセン、２，７－ジアミノ
フルオレン、９，９－ジメチル－２，７－ジアミノフルオレン、９，９－ビス（４－アミ
ノフェニル）フルオレン、４，４’－メチレン－ビス（２－クロロアニリン）、２，２’
，５，５’－テトラクロロ－４，４’－ジアミノビフェニル、２，２’－ジクロロ－４，
４’－ジアミノ－５，５’－ジメトキシビフェニル、３，３’－ジメトキシ－４，４’－
ジアミノビフェニル、４，４’－（ｐ－フェニレンイソプロピリデン）ビスアニリン、４
，４’－（ｍ－フェニレンイソプロピリデン）ビスアニリン、２，２’－ビス［４－（４
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－アミノ－２－トリフルオロメチルフェノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、４
，４’－ジアミノ－２，２’－ビス（トリフルオロメチル）ビフェニル、４，４’－ビス
［（４－アミノ－２－トリフルオロメチル）フェノキシ］－オクタフルオロビフェニル、
３，５－ジアミノ安息香酸、１，４－ビス－（４－アミノフェニル）－ピペラジン、及び
下記式（Ｄ－１）～式（Ｄ－５）で表される化合物等の芳香族ジアミン；
【００３６】
【化１６】
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【化１７】

（式（Ｄ－４）中、ｙは２～１２の整数である。上記式（Ｄ－５）中、ｚは繰り返し数１
～５の整数である。）
【００３７】
　１，１－メタキシリレンジアミン、１，３－プロパンジアミン、テトラメチレンジアミ
ン、ペンタメチレンジアミン、ヘキサメチレンジアミン、ヘプタメチレンジアミン、オク
タメチレンジアミン、ノナメチレンジアミン、１，４－ジアミノシクロヘキサン、イソホ
ロンジアミン、テトラヒドロジシクロペンタジエニレンジアミン、ヘキサヒドロ－４，７
－メタノインダニレンジメチレンジアミン、トリシクロ［６．２．１．０２，７］－ウン
デシレンジメチルジアミン、４，４’－メチレンビス（シクロヘキシルアミン）、１，３
－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン及び１，４－ビス（アミノメチル）シクロヘキサ
ン等の脂肪族ジアミン及び脂環式ジアミン；
　２，３－ジアミノピリジン、２，６－ジアミノピリジン、３，４－ジアミノピリジン、
２，４－ジアミノピリミジン、５，６－ジアミノ－２，３－ジシアノピラジン、５，６－
ジアミノ－２，４－ジヒドロキシピリミジン、２，４－ジアミノ－６－ジメチルアミノ－
１，３，５－トリアジン、１，４－ビス（３－アミノプロピル）ピペラジン、２，４－ジ
アミノ－６－イソプロポキシ－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－メトキ
シ－１，３，５－トリアジン、２，４－ジアミノ－６－フェニル－１，３，５－トリアジ
ン、２，４－ジアミノ－６－メチル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－１，３，５－
トリアジン、４，６－ジアミノ－２－ビニル－ｓ－トリアジン、２，４－ジアミノ－５－
フェニルチアゾール、２，６－ジアミノプリン、５，６－ジアミノ－１，３－ジメチルウ
ラシル、３，５－ジアミノ－１，２，４－トリアゾール、６，９－ジアミノ－２－エトキ
シアクリジンラクテート、３，８－ジアミノ－６－フェニルフェナントリジン、１，４－
ジアミノピペラジン、３，６－ジアミノアクリジン、ビス（４－アミノフェニル）フェニ
ルアミン、３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ－メチル－３，６－ジアミノカルバゾール
、Ｎ－エチル－３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ－フェニル－３，６－ジアミノカルバ
ゾール、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－アミノフェニル）－ベンジジン、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－ア
ミノフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ジメチル－ベンジジン、下記式（Ｄ－６）で表される化合物
及び下記式（Ｄ－７）で表される化合物等の分子内に２つの１級アミノ基及びこの１級ア
ミノ基以外の窒素原子を有するジアミン；
【００３８】

【化１８】
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（式（Ｄ－６）中、Ｒ５はピリジン、ピリミジン、トリアジン、ピペリジン及びピペラジ
ンからなる群より選択される窒素原子を含む環構造を有する１価の有機基である。Ｘａは
２価の有機基である。）
【００３９】
【化１９】

（式（Ｄ－７）中、Ｒ６はピリジン、ピリミジン、トリアジン、ピペリジン及びピペラジ
ンからなる群より選択される窒素原子を含む環構造を有する２価の有機基である。Ｘｂは
それぞれ独立して、２価の有機基である。）
【００４０】
　下記式（Ｄ－８）で表される化合物等の置換フェニレンジアミン；
【００４１】

【化２０】

（式（Ｄ－８）中、Ｒ７は－Ｏ－、－ＣＯＯ－＊、－ＯＣＯ－＊、－ＮＨＣＯ－＊、－Ｃ
ＯＮＨ－＊又はＣＯ－である。但し、＊を付した結合手がＲ８と結合する。Ｒ８はステロ
イド骨格、トリフルオロメチルフェニル基、トリフルオロメトキシフェニル基及びフルオ
ロフェニル基からなる群より選択される骨格若しくは基を有する１価の有機基又は炭素数
６～３０のアルキル基である。）
【００４２】
　下記式（Ｄ－９）で表される化合物等のジアミノオルガノシロキサン等が挙げられる。
これらのジアミンは単独で又は２種以上組合せて使用できる。
【００４３】
【化２１】

（式（Ｄ－９）中、Ｒ９はそれぞれ独立して、炭素数１～１２の炭化水素基である。ｐは
それぞれ独立して、１～３の整数である。ｑは１～２０の整数である。）
【００４４】
　上記芳香族ジアミン、分子内に２つの１級アミノ基及び当該１級アミノ基以外の窒素原
子を有するジアミン及びモノ置換フェニレンジアミンの有するベンゼン環は、１又は２以
上の炭素数１～４のアルキル基（好ましくはメチル基）で置換されていてもよい。また、
上記式（Ｄ－８）におけるステロイド骨格とは、シクロペンタノン－ペルヒドロフェナン
トレン核からなる骨格又はその炭素－炭素結合の１又は２以上が二重結合となった骨格を
いう。
【００４５】
　こられのジアミンのうち、ｐ－フェニレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルメ
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タン、４，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、１，５－ジアミノナフタレン、２，２
’－ジメチル－４，４’－ジアミノビフェニル、４，４’－ジアミノ－２，２’－ビス（
トリフルオロメチル）ビフェニル、２，７－ジアミノフルオレン、４，４’－ジアミノジ
フェニルエーテル、２，２－ビス［４－（４－アミノフェノキシ）フェニル］プロパン、
９，９－ビス（４－アミノフェニル）フルオレン、２，２－ビス［４－（４－アミノフェ
ノキシ）フェニル］ヘキサフルオロプロパン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）ヘキ
サフルオロプロパン、４，４’－（ｐ－フェニレンジイソプロピリデン）ビスアニリン、
４，４’－（ｍ－フェニレンジイソプロピリデン）ビスアニリン、１，４－ビス（４－ア
ミノフェノキシ）ベンゼン、４，４’－ビス（４－アミノフェノキシ）ビフェニル、１，
４－ジアミノシクロヘキサン、４，４’－メチレンビス（シクロヘキシルアミン）、１，
３－ビス（アミノメチル）シクロヘキサン、上記式（Ｄ－１）～（Ｄ－５）のそれぞれで
表される化合物、２，６－ジアミノピリジン、３，４－ジアミノピリジン、２，４－ジア
ミノピリミジン、３，６－ジアミノアクリジン、３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ－メ
チル－３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ－エチル－３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ
－フェニル－３，６－ジアミノカルバゾール、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－アミノフェニル）－
ベンジジン、Ｎ，Ｎ’－ビス（４－アミノフェニル）－Ｎ，Ｎ’－ジメチルベンジジン、
上記式（Ｄ－６）で表される化合物のうち下記式（Ｄ－６－１）で表される化合物、上記
式（Ｄ－７）で表される化合物のうち下記式（Ｄ－７－１）で表される化合物、上記式（
Ｄ－８）で表される化合物のうちドデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、ペンタデカ
ノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、ヘキサデカノキシ－２，４－ジアミノベンゼン、オ
クタデカノキシ－２，５－ジアミノベンゼン、ドデカノキシ－２，５－ジアミノベンゼン
、ペンタデカノキシ－２，５－ジアミノベンゼン、ヘキサデカノキシ－２，５－ジアミノ
ベンゼン、オクタデカノキシ－２，５－ジアミノベンゼン及び下記式（Ｄ－８－１）～式
（Ｄ－８－９）で表される化合物、上記式（Ｄ－９）で表される化合物のうち１，３－ビ
ス（３－アミノプロピル）－テトラメチルジシロキサンからなる群より選択される少なく
とも一種（以下、「特定ジアミン」と称することがある）を含むものが好ましい。
【００４６】
【化２２】
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【化２４】

【００４７】
　当該液晶配向剤におけるポリアミック酸を合成する際に用いられる上記特定ジアミンの
使用量としては、全ジアミンに対して、５０モル％以上が好ましく、６０モル％以上がよ
り好ましく、８０モル％以上が特に好ましい。特定ジアミンのみを用いることが最も好ま
しい。
【００４８】
［ポリアミック酸の合成］
　当該液晶配向剤におけるポリアミック酸は、上記テトラカルボン酸二無水物とジアミン
とを反応させることにより得られる。ポリアミック酸の合成反応に供されるテトラカルボ
ン酸二無水物とジアミンの使用割合としては、ジアミンに含まれるアミノ基１当量に対し
て、テトラカルボン酸二無水物の酸無水物基が０．２当量～２当量が好ましく、０．３当
量～１．２当量がより好ましい。
【００４９】
　ポリアミック酸の合成反応は、好ましくは有機溶媒中において実施され、反応温度とし
ては、－２０℃～１５０℃が好ましく、０℃～１００℃がより好ましい。反応時間として
は、０．１時間～２４時間が好ましく、０．５時間～１２時間がより好ましい。有機溶媒
としては、例えば非プロトン性極性溶媒、フェノールおよびその誘導体、アルコール、ケ
トン、エステル、エーテル、ハロゲン化炭化水素、炭化水素等が挙げられる。
【００５０】
　上記非プロトン性極性溶媒としては、例えばＮ－メチル－２－ピロリドン、Ｎ，Ｎ－ジ
メチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、ジメチルスルホキシド、γ－ブチ
ロラクトン、テトラメチル尿素、ヘキサメチルホスホルトリアミド等が挙げられる。
【００５１】
　上記フェノール誘導体としては、例えばｍ－クレゾール、キシレノール、ハロゲン化フ
ェノール等が挙げられる。
【００５２】
　上記アルコールとしては、例えばメチルアルコール、エチルアルコール、イソプロピル
アルコール、シクロヘキサノール、エチレングリコール、プロピレングリコール、１，４
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－ブタンジオール、トリエチレングリコール、エチレングリコールモノメチルエーテル等
が挙げられる。
【００５３】
　上記ケトンとしては、例えばアセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン
、シクロヘキサノン等が挙げられる。
【００５４】
　上記エステルとしては、例えば乳酸エチル、乳酸ブチル、酢酸メチル、酢酸エチル、酢
酸ブチル、メチルメトキシプロピオネ－ト、エチルエトキシプロピオネ－ト、シュウ酸ジ
エチル、マロン酸ジエチル等が挙げられる。
【００５５】
　上記エーテルとしては、例えばジエチルエーテル、エチレングリコールモノメチルエー
テル、エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－プロピル
エーテル、エチレングリコールモノ－ｉ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ－
ｎ－ブチルエーテル、エチレングリコールジメチルエーテル、エチレングリコールエチル
エーテルアセテート、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレングリコールジ
エチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレングリコールモノ
エチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、ジエチレングリ
コールモノエチルエーテルアセテート、テトラヒドロフラン等が挙げられる。
【００５６】
　上記ハロゲン化炭化水素としては、例えばジクロロメタン、１，２－ジクロロエタン、
１，４－ジクロロブタン、トリクロロエタン、クロルベンゼン、ｏ－ジクロルベンゼン等
が挙げられる。
【００５７】
　上記炭化水素としては、例えばヘキサン、ヘプタン、オクタン、ベンゼン、トルエン、
キシレン、イソアミルプロピオネート、イソアミルイソブチレート、ジイソペンチルエー
テル等が挙げられる。
【００５８】
　これらの有機溶媒のうち、非プロトン性極性溶媒、フェノール及びその誘導体からなる
群（第一群の有機溶媒）より選択される一種以上又は上記第一群の有機溶媒から選択され
る一種以上とアルコール、ケトン、エステル、エーテル、ハロゲン化炭化水素及び炭化水
素からなる群（第二群の有機溶媒）より選択される一種以上との混合物を使用することが
好ましい。第二群の有機溶媒の使用割合としては、第一群及び第二群の有機溶媒の合計に
対して、５０質量％以下が好ましく、４０質量％以下がより好ましく、３０質量％以下が
特に好ましい。
【００５９】
　以上のようにして、ポリアミック酸を溶解してなる反応溶液が得られる。この反応溶液
はそのまま液晶配向剤の調製に供してもよく、反応溶液中に含まれるポリアミック酸を単
離したうえで液晶配向剤の調製に供してもよく、又は単離したポリアミック酸を精製した
うえで液晶配向剤の調製に供してもよい。ポリアミック酸を脱水閉環してポリイミドとす
る場合には、上記反応溶液をそのまま脱水閉環反応に供してもよく、反応溶液中に含まれ
るポリアミック酸を単離したうえで脱水閉環反応に供してもよく、又は単離したポリアミ
ック酸を精製したうえで脱水閉環反応に供してもよい。ポリアミック酸の単離は、上記反
応溶液を大量の貧溶媒中に注いで析出物を得、この析出物を減圧下乾燥する方法、又は反
応溶液中の有機溶媒をエバポレーターで減圧留去する方法により行われる。また、このポ
リアミック酸を再び有機溶媒に溶解し、次いで貧溶媒で析出させる方法、又はエバポレー
ターで減圧留去する工程を１回又は数回行う方法によりポリアミック酸を精製できる。
【００６０】
［ポリイミドの合成］
　当該液晶配向剤に含有できるポリイミドは、テトラカルボン酸二無水物及びジアミンを
反応させることにより得られるポリアミック酸を脱水閉環してイミド化することにより得
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られる。
【００６１】
　ポリイミドの合成に用いられるテトラカルボン酸二無水物及びジアミンとしては、ポリ
アミック酸の合成に用いられるテトラカルボン酸二無水物及びジアミンと同様の化合物が
挙げられる。好ましいテトラカルボン酸二無水物及びジアミンの種類及び使用割合につい
てもポリアミック酸の合成の場合と同様である。
【００６２】
　上記ポリイミドは、原料であるポリアミック酸が有していたアミック酸構造のすべてを
脱水閉環した完全イミド化物であってもよく、アミック酸構造の一部のみを脱水閉環し、
アミック酸構造とイミド環構造とが併存する部分イミド化物であってもよい。当該液晶配
向剤におけるポリイミドのイミド化率としては、３０％以上が好ましく、４０％以上がよ
り好ましい。上記イミド化率は、ポリイミドのアミック酸構造の数とイミド環構造の数と
の合計に対するイミド環構造の数の占める割合を百分率で表したものである。このとき、
イミド環の一部がイソイミド環であってもよい。イミド化率は、ポリイミドの１Ｈ－ＮＭ
Ｒにより知ることができる。なお、本明細書におけるイミド化率は、ポリイミドを室温で
十分に減圧乾燥した後、重水素化ジメチルスルホキシドに溶解し、テトラメチルシランを
基準物質として室温で測定した１Ｈ－ＮＭＲから、下記数式（２）により求めた。
　　イミド化率（％）＝｛１－（Ａ１／Ａ２）×α｝×１００　　　（２）
【００６３】
　上記数式（２）中、Ａ１は化学シフト１０ｐｐｍ付近に現れるＮＨ基のプロトン由来の
ピーク面積であり、Ａ２はその他のプロトン由来のピーク面積であり、αはポリイミドの
前駆体（ポリアミック酸）におけるＮＨ基のプロトン１個に対するその他のプロトンの個
数割合である。
【００６４】
　上記ポリイミドを合成するためのポリアミック酸の脱水閉環は、（ｉ）ポリアミック酸
を加熱する方法により、又は（ｉｉ）ポリアミック酸を有機溶媒に溶解し、この溶液中に
脱水剤及び脱水閉環触媒を添加し必要に応じて加熱する方法により行われる。
【００６５】
　（ｉ）の方法における反応温度としては、５０℃～２００℃が好ましく、６０℃～１７
０℃がより好ましい。反応温度が５０℃未満では脱水閉環反応が十分に進行せず、反応温
度が２００℃を超えると得られるポリイミドの分子量が低下することがある。反応時間と
しては、１．０時間～２４時間が好ましく、１．０時間～１２時間がより好ましい。
【００６６】
　（ｉｉ）の方法において、脱水剤としては、例えば無水酢酸、無水プロピオン酸、無水
トリフルオロ酢酸等の酸無水物等が挙げられる。脱水剤の使用量としては、ポリアミック
酸の繰り返し単位１モルに対して０．０１モル～２０モルが好ましい。
【００６７】
　脱水閉環触媒としては、例えばピリジン、コリジン、ルチジン、トリエチルアミン等の
３級アミンが挙げられる。脱水閉環触媒の使用量としては、使用する脱水剤１モルに対し
て０．０１モル～１０モルが好ましい。脱水閉環反応に用いられる有機溶媒としては、ポ
リアミック酸の合成に用いられるものとして例示した有機溶媒が挙げられる。脱水閉環反
応の反応温度としては、０℃～１８０℃が好ましく、１０℃～１５０℃がより好ましい。
反応時間としては、１．０時間～１２０時間が好ましく、２．０時間～３０時間がより好
ましい。
【００６８】
　（ｉ）の方法において得られるポリイミドは、これをそのまま液晶配向剤の調製に供し
てもよく、又は得られるポリイミドを精製したうえで液晶配向剤の調製に供してもよい。
一方、上記方法（ｉｉ）においてはポリイミドを含有する反応溶液が得られる。この反応
溶液は、これをそのまま液晶配向剤の調製に供してもよく、反応溶液から脱水剤及び脱水
閉環触媒を除いたうえで液晶配向剤の調製に供してもよく、ポリイミドを単離したうえで
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の調製に供してもよい。反応溶液から脱水剤及び脱水閉環触媒を除くには、例えば溶媒置
換等の方法を適用できる。ポリイミドの単離、精製は、ポリアミック酸の単離、精製方法
として上記したのと同様の操作により行われる。
【００６９】
　当該液晶配向剤が含有できるポリアミック酸又はポリイミドは、分子量が調節された末
端修飾型の重合体であってもよい。末端修飾型の重合体を用いることにより、本発明の効
果が損なわれることなく液晶配向剤の塗布特性等をさらに改善できる。このような末端修
飾型の重合体は、ポリアミック酸を合成する際に、分子量調節剤を重合反応系に添加する
ことにより行われ。分子量調節剤としては、例えば酸一無水物、モノアミン化合物、モノ
イソシアネート化合物等が挙げられる。
【００７０】
　上記酸一無水物としては、例えば無水マレイン酸、無水フタル酸、無水イタコン酸、ｎ
－デシルサクシニック酸無水物、ｎ－ドデシルサクシニック酸無水物、ｎ－テトラデシル
サクシニック酸無水物、ｎ－ヘキサデシルサクシニック酸無水物等が挙げられる。
【００７１】
　上記モノアミン化合物としては、例えばアニリン、シクロヘキシルアミン、ｎ－ブチル
アミン、ｎ－ペンチルアミン、ｎ－ヘキシルアミン、ｎ－ヘプチルアミン、ｎ－オクチル
アミン、ｎ－ノニルアミン、ｎ－デシルアミン、ｎ－ウンデシルアミン、ｎ－ドデシルア
ミン、ｎ－トリデシルアミン、ｎ－テトラデシルアミン、ｎ－ペンタデシルアミン、ｎ－
ヘキサデシルアミン、ｎ－ヘプタデシルアミン、ｎ－オクタデシルアミン、ｎ－エイコシ
ルアミン等が挙げられる。
【００７２】
　上記モノイソシアネート化合物としては、例えばフェニルイソシアネート、ナフチルイ
ソシアネート等が挙げられる。
【００７３】
　分子量調節剤の使用割合としては、ポリアミック酸を合成する際に使用するテトラカル
ボン酸二無水物及びジアミンの合計１００質量部に対して２０質量部以下が好ましく、１
０質量部以下がより好ましい。
【００７４】
　以上のようにして得られるポリアミック酸又はポリイミドは、濃度１０質量％の溶液と
したときに、２０ｍＰａ・ｓ～８００ｍＰａ・ｓの溶液粘度であることが好ましく、３０
ｍＰａ・ｓ～５００ｍＰａ・ｓの溶液粘度であることがより好ましい。なお、本明細書に
おける重合体の溶液粘度（ｍＰａ・ｓ）は、当該重合体の良溶媒（例えばγ－ブチロラク
トン、Ｎ－メチル－２－ピロリドン等）を用いて調製した濃度１０質量％の重合体溶液に
つき、Ｅ型回転粘度計を用いて２５℃において測定した値である。
【００７５】
　当該液晶配向剤における［Ａ］重合体としては、ポリイミドのみを用いるか又はポリイ
ミドとポリアミック酸とを混合使用することが好ましい。［Ａ］重合体としてポリイミド
のみを用いる場合のイミド化率としては７０％以下が好ましく、３０％～６０％がより好
ましい。一方、［Ａ］重合体としてポリイミドとポリアミック酸とを混合使用する場合の
平均イミド化率としては７０％以下が好ましく、１０％～６０％がより好ましく、１５％
～５５％が特に好ましい。この平均イミド化率とは、液晶配向剤に含まれるポリイミドの
イミド環構造の数（ＰＩ－Ｉ）、アミック酸構造の数（ＰＩ－Ａ）及びポリアミック酸の
アミック酸構造の数（ＰＡ－Ａ）から、下記数式（１）によって計算される値をいう
【００７６】
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【数１】

【００７７】
＜［Ｂ］化合物＞
　当該液晶配向剤における［Ｂ］化合物は、上記式（１）で表される化合物である。式（
１）中のＲは、環状ヒンダードアミン構造又はヒンダードフェノール構造を有し、置換さ
れるＲの数としては１～３が好ましい。
【００７８】
　本発明においてヒンダードアミン構造とは、環状アミン構造の窒素原子の隣接する２つ
の炭素原子に、複数の立体障害作用を示す置換基を有することを意味する。
【００７９】
　このような立体障害作用を示す置換基としては、例えば炭素数１～６のアルキル基、炭
素数６～１２のアリール基又は炭素数７～１３のアラルキル基が挙げられる。
【００８０】
　上記式（１）中のＲはそれぞれ独立して、水素原子、メチロール基、炭素数２～７のア
ルコキシメチル基、－ＣＨ２ＯＹ又は－ＣＨ２ＯＺである。Ｙは環状ヒンダードアミン構
造を有する基である。Ｚはヒンダードフェノール構造を有する基である。但し、Ｒの少な
くとも一つは環状ヒンダードアミン構造又はヒンダードフェノール構造を有する基である
。上記Ｙが有するヒンダードアミン構造としては、上記式（２ａ）で表される基が好まし
い。
【００８１】
　上記式（２ａ）におけるＲＩが示す炭素数１～６のアルキル基としては、直鎖状又は分
岐状のいずれであってもよく、例えばメチル基、エチル基、プロピル基、ブチル基、ペン
チル基等が挙げられる。
【００８２】
　上記式（２ａ）におけるＲＩが示す炭素数６～２０のアリール基としては、例えばフェ
ニル基、３－フルオロフェニル基、３－クロロフェニル基、４－クロロフェニル基、４－
ｉ－プロピルフェニル基、４－ｎ－ブチルフェニル基、３－クロロ－４－メチルフェニル
基、４－ピリジニル基、２－フェニル－４－キノリニル基、２－（４’－ｔ－ブチルフェ
ニル）－４－キノリニル基、２－（２’－チオフェニル）－４－キノリニル基等が挙げら
れる。
【００８３】
　上記式（２ａ）におけるＲＩが示す炭素数７～１３のアラルキル基としては、例えばベ
ンジル基、フェネチル基等が挙げられる。
【００８４】
　上記式（２ａ）におけるＲＩとＸ１との組み合わせ（すなわちＲＩ－Ｘ１－の部分）と
しては、例えばメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル基、ｎ－ブチル基、
２－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基、ホルミル基、アセチル基、フェニル基、ベ
ンジル基、１，３－ジオキソブチル基、４－ピリジニルカルボニル基、ベンゾイル基、２
－フェニル－４－キノリニル基、２－（４’－ｔ－ブチルフェニル）－４－キノリニル基
、２－（２’－チオフェニル）－４－キノリニル基、式－ＣＯＮＨ－Ｐｈ（ただし、Ｐｈ
はフェニル基、３－フルオロフェニル基、３－クロロフェニル基、４－クロロフェニル基
、４－ｉ－プロピルフェニル基、４－ｎ－ブチルフェニル基又は３－クロロ－４－メチル
フェニル基である）で表される基等が挙げられる。
【００８５】
　上記式（２ａ）におけるＲＩＩ～ＲＶが示す炭素数１～６のアルキル基としては、上述
のＲＩが示す炭素数１～６のアルキル基として例示したものが挙げられる。
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【００８６】
　上記式（２ａ）におけるＲＩＩ～ＲＶが示す炭素数６～１２のアリール基としては、ア
リール基の芳香環が有する水素原子の一部又は全部がホルミル基又は炭素数１～４のアル
コキシル基で置換されていることが好ましく、例えばフェニル基、４－ホルミルフェニル
基、３，４，５－トリメトキシフェニル基等が挙げられる。
【００８７】
　上記式（２ａ）におけるＲＩＩ～ＲＶが示す炭素数７～１３のアラルキル基としては、
アラルキル基の芳香環が有する水素原子の一部又は全部がホルミル基又は炭素数１～４の
アルコキシル基で置換されていてもよく、例えばベンジル基等が挙げられる。
【００８８】
　上記式（２ａ）におけるＲＩＩとＸ２、ＲＩＩＩとＸ３、ＲＩＶとＸ４及びＲＶとＸ５

との組み合わせ（すなわちＲＩＩ－Ｘ２－、ＲＩＩＩ－Ｘ３－、ＲＩＶ－Ｘ４－又はＲＶ

－Ｘ５－の部分）としては、例えばメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ｉ－プロピル
基、ｎ－ブチル基、２－ブチル基、ｉ－ブチル基、ｔ－ブチル基、フェニル基、ベンジル
基、ベンゾイル基、４－ホルミルベンゾイル基、２－ヒドロキシ－２－フェニルエチル基
、２－オキソ－２－（３，４，５－トリメトキシフェニル）エチル基等が挙げられる。
【００８９】
　上記式（２ａ）で表される化合物としては、ＲＩが水素原子であり、ＲＩＩ～ＲＶがい
ずれもメチル基であり、Ｘ１～Ｘ５がいずれも単結合である化合物が好ましい。
【００９０】
　また、本発明において、ヒンダードフェノール構造を有するとは、式（１）において、
フェノール性水酸基のオルト位（２位及び／又は６位）に立体障害作用を示すことを意味
する。
【００９１】
　このような立体障害作用を示す置換基としては、例えばｔ－ブチル基、１－メチルペン
タデシル基、オクチルチオメチル基等が挙げられる。なお、置換基が２位及び６位の両方
にある場合には、その置換基はそれぞれ独立している。
【００９２】
　上記Ｚが有するヒンダードフェノール構造としては、上記式（３ａ）で表される基が好
ましい。好ましい例としては、（３，５－ジ－ｔ－ブチル－４－ヒドロキシフェニル）基
を有する構造を有する化合物が挙げられる。
【００９３】
　上記式（３ａ）におけるＲＶＩが示す炭素数４～１６の炭化水素基としては、ｔｅｒｔ
－ブチル基、１－メチルペンタデシル基、オクチルチオメチル基が好ましく、ｔｅｒｔ－
ブチル基がより好ましい。
【００９４】
　上記式（３ａ）におけるＲＶＩＩが示す炭素数１～１６の炭化水素基としては、ｔｅｒ
ｔ－ブチル基、１－メチルペンタデシル基、オクチルチオメチル基が好ましく、ｔｅｒｔ
－ブチル基がより好ましい。
【００９５】
　上記式（３ａ）におけるＲＶＩ及びＲＶＩＩはフェノール性水酸基のオルト位（２位及
び６位）にあることが好ましい。
【００９６】
　上記式（３ａ）におけるＸ７としては、メチレン基が好ましい。
【００９７】
　［Ｂ］化合物は、（ｂ１）化合物の１モル部と（ｂ２）化合物のｘモル部（但し、ｘは
０＜ｘ＜ｎを満たす）との反応生成物であることが好ましい。但し、ｎは上記（ｂ１）化
合物１分子の有するメチロール基又は炭素数２～７のアルコキシメチル基の個数である。
【００９８】
　（ｂ１）化合物の上記式（１ｘ）におけるＲｘが示す炭素数１～６のアルキル基として
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は、炭素数１～４のアルキル基が好ましく、メチル基、エチル基、ｎ－ブチル基、ｉｓｏ
－ブチル基がより好ましく、メチル基が特に好ましい。かかる化合物（ｂ１）としては、
例えば、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’，Ｎ’’，Ｎ’’－ヘキサ（アルコシキメチル）メラミン等
のアルコキシメチル化メラミンが挙げられる。市販品としては、サイメル３００、サイメ
ル３０１、サイメル３０３、サイメル３５０、サイメル３７０、サイメル３２５、サイメ
ル３２７、サイメル７０３、サイメル７１２、マイコート７１５、サイメル７０１、サイ
メル２８５、サイメル２３２、サイメル２３５、サイメル２３６、サイメル２３８、サイ
メル２１１、サイメル２５４、マイコート２１２、サイメル２０２、マイコート５０８（
ＭＩＴＳＵ－ＣＹＴＥＣ社）等が挙げられる。
【００９９】
　上記反応に使用できる有機溶媒としては、上記のポリアミック酸の合成に用いられるも
のとして例示した有機溶媒が挙げられる。これらのうち非プロトン性有機溶媒が好ましく
、例えばＮ－メチル－２－ピロリドン、アセトニトリル、ジメチルスルホキシド、Ｎ，Ｎ
－ジメチルアセトアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ’－ジメチルイミダゾ
リジノン、ジメチルスルホキシド、γ－ブチロラクトン、テトラメチル尿素、ヘキサメチ
ルホスホルトリアミド、テトラヒドロフラン等が挙げられる。有機溶媒の使用割合として
は、反応溶液中における化合物（ｂ１）及び化合物（ｂ２）の合計重量の割合が、１質量
％以上となる割合が好ましく、５質量％～５０質量％となる割合がより好ましい。
【０１００】
　反応の際の温度としては、２０℃～２５０℃が好ましく、５０℃～１８０℃がより好ま
しい。反応時間としては、０．１時間～７２時間が好ましく、０．５時間～４８時間がよ
り好ましい。
【０１０１】
　かくして好ましい［Ｂ］化合物を含有する溶液が得られる。この溶液は、そのまま当該
液晶配向剤の調製に供してもよく、又は反応溶液から［Ｂ］化合物を単離・精製したうえ
で当該液晶配向剤の調製に供してもよい。反応溶液から［Ｂ］化合物を単離・精製する方
法としては、例えば液－液抽出法、カラムクロマトグラフィー、蒸留法、再結晶等が挙げ
られる。
【０１０２】
　好ましい［Ｂ］化合物としては、化合物（ｂ１）の有していたメチロール基又は炭素数
２～７のアルコキシメチル基の一部が化合物（ｂ２）と反応し、化合物（ｂ１）に由来す
るメチロール基又は炭素数２～７のアルコキシメチル基と、化合物（ｂ２）に由来する基
ＲＩとを併有する。そのため当該液晶配向剤がかかる［Ｂ］化合物を含有することにより
、長時間連続駆動した場合であっても良好な液晶配向性能及び電気特性が維持されるとと
もに残留ＤＣ電圧の増大が抑制された液晶配向膜を形成することができる。
【０１０３】
　［Ｂ］化合物のより好ましい例としては、上記Ｙが上記式（２ａ－１）～（２ａ－２）
で表される基からなる群より選択される少なくとも一種であり、Ｚが上記式（３ａ－１）
～（３ａ－２）で表される基からなる群より選択される少なくとも一種であることが好ま
しい。当該液晶配向剤における［Ｂ］化合物の使用割合としては、［Ａ］重合体の１００
質量部に対して、０．１質量部～１００質量部が好ましく、０．５質量部～５０質量部が
より好ましく、１質量部～３０質量部が特に好ましい。
【０１０４】
＜任意成分＞
　当該液晶配向剤は、上記［Ａ］重合体及び［Ｂ］化合物を含有し、必要に応じてその他
の重合体、分子内に少なくとも一つのエポキシ基を有する化合物（以下、「エポキシ化合
物」と称することがある）、官能性シラン化合物、多官能（メタ）アクリレート、メラミ
ン化合物（但し、［Ｂ］化合物を除く）等の任意成分を含有できる。以下、各成分を詳述
する。
【０１０５】
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［その他の重合体］
　上記その他の重合体は、溶液特性及び電気特性の改善のために使用できる。その他の重
合体としては、例えばポリアミック酸エステル、ポリエステル、ポリアミド、ポリシロキ
サン、セルロース誘導体、ポリアセタール、ポリスチレン誘導体、ポリ（スチレン－フェ
ニルマレイミド）誘導体、ポリ（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【０１０６】
　本発明の液晶配向剤におけるその他の重合体の使用割合としては、［Ａ］重合体１００
質量部に対して、１００質量％以下が好ましく、８０質量％以下がより好ましく、３０質
量％以下が特に好ましい。その他の重合体を含有しないことが最も好ましい。
【０１０７】
［エポキシ化合物］
　上記エポキシ化合物は、形成される液晶配向膜の基板表面に対する接着性をより向上す
る観点から使用できる。好ましいエポキシ化合物としては、例えば、エチレングリコール
ジグリシジルエーテル、１，６－ヘキサンジオールジグリシジルエーテル、グリセリンジ
グリシジルエーテル、１，３，５，６－テトラグリシジル－２，４－ヘキサンジオール、
Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－ｍ－キシレンジアミン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ
－ジグリシジルアミノメチル）シクロヘキサン、Ｎ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル
－４，４’－ジアミノジフェニルメタン、Ｎ，Ｎ－ジグリシジル－ベンジルアミン、Ｎ，
Ｎ－ジグリシジル－アミノメチルシクロヘキサン等が挙げられる。エポキシ化合物の配合
割合としては、［Ａ］重合体１００質量部に対して、４０質量部以下が好ましく、０．１
質量部～３０質量部がより好ましい。
【０１０８】
［シラン化合物］
　上記官能性シラン化合物は、当該液晶配向剤の印刷性をより向上する観点から使用でき
る。官能性シラン化合物としては、例えば３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－
アミノプロピルトリエトキシシラン、２－アミノプロピルトリメトキシシラン、２－アミ
ノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルトリメ
トキシシラン、Ｎ－（２－アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン
、３－ウレイドプロピルトリメトキシシラン、３－ウレイドプロピルトリエトキシシラン
、Ｎ－エトキシカルボニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－エトキシカル
ボニル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－トリエトキシシリルプロピルトリ
エチレントリアミン、Ｎ－トリメトキシシリルプロピルトリエチレントリアミン、１０－
トリメトキシシリル－１，４，７－トリアザデカン、１０－トリエトキシシリル－１，４
，７－トリアザデカン、９－トリメトキシシリル－３，６－ジアザノニルアセテート、９
－トリエトキシシリル－３，６－ジアザノニルアセテート、Ｎ－ベンジル－３－アミノプ
ロピルトリメトキシシラン、Ｎ－ベンジル－３－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ
－フェニル－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピ
ルトリエトキシシラン、Ｎ－ビス（オキシエチレン）－３－アミノプロピルトリメトキシ
シラン、Ｎ－ビス（オキシエチレン）－３－アミノプロピルトリエトキシシラン等が挙げ
られる。官能性シラン化合物の使用割合としては、［Ａ］重合体１００質量部に対して、
２質量部以下が好ましく、０．０２質量部～０．２質量部がより好ましい。
【０１０９】
［多官能（メタ）アクリレート］
　上記多官能（メタ）アクリレートは、当該液晶配向剤の耐候性をより向上する観点から
使用できる。多官能（メタ）アクリレートとしては、例えばエチレングリコールジアクリ
レート、エチレングリコールジメタクリレート、１，６－ヘキサンジオールジアクリレー
ト、１，６－ヘキサンジオールジメタクリレート、１，９－ノナンジオールジアクリレー
ト、１，９－ノナンジオールジメタクリレート、テトラエチレングリコールジアクリレー
ト、テトラエチレングリコールジメタクリレート、ポリプロピレングリコールジアクリレ
ート、ポリプロピレングリコールジメタクリレート、ビスフェノキシエタノールフルオレ
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ンジアクリレート、ビスフェノキシエタノールフルオレンジメタクリレート、トリメチロ
ールプロパントリアクリレート、トリメチロールプロパントリメタクリレート、ペンタエ
リスリトールトリアクリレート、ペンタエリスリトールトリメタクリレート、ペンタエリ
スリトールテトラアクリレート、ペンタエリスリトールテトラメタクリレート、ジペンタ
エリスリトールペンタアクリレート、ジペンタエリスリトールペンタメタクリレート、ジ
ペンタエリスリトールヘキサアクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサメタクリレー
ト、トリ（２－アクリロイルオキシエチル）フォスフェート、トリ（２－メタクリロイル
オキシエチル）フォスフェート等が挙げられる。
【０１１０】
　市販品としては、例えば、アロニックスＭ－２１０、同Ｍ－２４０、同Ｍ－６２００、
同Ｍ－３０９、同－４００、同－４０２、同－４０５、同－４５０、同－１３１０、同－
１６００、同－１９６０、同－７１００、同－８０３０、同－８０６０、同－８１００、
同－８５３０、同－８５６０、同－９０５０、アロニックスＴＯ－１４５０（以上、東亜
合成社）、ＫＡＹＡＲＡＤ　ＨＤＤＡ、同ＨＸ－２２０、同Ｒ－６０４、ＵＸ－２２０１
、ＵＸ－２３０１、ＵＸ－３２０４、ＵＸ－３３０１、ＵＸ－４１０１、ＵＸ－６１０１
、ＵＸ－７１０１、ＵＸ－８１０１，ＭＵ－２１００、ＭＵ－４００１、ＫＡＹＡＲＡＤ
　ＴＭＰＴＡ、同ＤＰＨＡ、同ＤＰＣＡ－２０、同ＤＰＣＡ－３０、同ＤＰＣＡ－６０、
同ＤＰＣＡ－１２０、同ＭＡＸ－３５１０（以上、日本化薬社）、ビスコート２６０、同
３１２、同３３５ＨＰ、同２９５、同３００、同３６０、同ＧＰＴ、同３ＰＡ、同４００
（以上、大阪有機化学工業社）、ニューフロンティア　Ｒ－１１５０（以上、第一工業製
薬社）、ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＨＡ－４０Ｈ（以上、日本化薬社）等が挙げられる。多官
能（メタ）アクリレートの使用割合としては、［Ａ］重合体１００質量部に対して、１０
０質量部以下が好ましく、５０質量部以下がより好ましい。
【０１１１】
［メラミン化合物（但し［Ｂ］化合物を除く）］
　上記メラミン化合物としては、例えば、上記（ｂ１）化合物が挙げられる。メラミン化
合物の使用割合としては、［Ａ］重合体１００質量部に対して、１００質量部以下が好ま
しく、５０質量部以下がより好ましい。
【０１１２】
＜液晶配向剤の調製方法＞
　当該液晶配向剤は、上記［Ａ］重合体、［Ｂ］化合物、及び必要に応じて任意成分を、
好ましくは有機溶媒に溶解された溶液状の組成物として調製される。
【０１１３】
　有機溶媒としては、例えばＮ－メチル－２－ピロリドン、γ－ブチロラクトン、γ－ブ
チロラクタム、Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミド、４－ヒ
ドロキシ－４－メチル－２－ペンタノン、乳酸ブチル、酢酸ブチル、メチルメトキシプロ
ピオネ－ト、エチルエトキシプロピオネ－ト、エチレングリコールモノメチルエーテル、
エチレングリコールモノエチルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－プロピルエーテ
ル、エチレングリコールモノ－ｉ－プロピルエーテル、エチレングリコールモノ－ｎ－ブ
チルエーテル（ブチルセロソルブ）、エチレングリコールジメチルエーテル、エチレング
リコールエチルエーテルアセテート、ジエチレングリコールジメチルエーテル、ジエチレ
ングリコールジエチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテル、ジエチレン
グリコールモノエチルエーテル、ジエチレングリコールモノメチルエーテルアセテート、
ジエチレングリコールモノエチルエーテルアセテート、ジイソブチルケトン、イソアミル
プロピオネート、イソアミルイソブチレート、ジイソペンチルエーテル、エチレンカーボ
ネート、プロピレンカーボネート等が挙げられる。これらは単独で又は２種以上組合せて
使用できる。
【０１１４】
　当該液晶配向剤の固形分濃度（液晶配向剤のうち有機溶媒を除いた成分の合計質量が液
晶配向剤の全質量に占める割合）は、粘性、揮発性等を考慮して適宜に選択されるが、好
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ましくは１質量％～１０質量％である。当該液晶配向剤を基板表面に塗布し、有機溶媒を
除去することにより液晶配向膜となる塗膜を形成する際に、固形分濃度が１質量％未満で
ある場合には、この塗膜の膜厚が過小となって良好な液晶配向膜を得難い場合があり、一
方固形分濃度が１０質量％を超える場合には、塗膜の膜厚が過大となって同様に良好な液
晶配向膜を得難くなる場合があり、また液晶配向剤の粘性が増大して塗布特性に劣る場合
がある。
【０１１５】
　より好ましい固形分濃度範囲としては、基板に液晶配向剤を塗布する際に用いる方法に
よって異なる。例えば、スピンナー法による場合には１．５質量％～４．５質量％の範囲
が好ましい。印刷法による場合には、３質量％～９質量％の範囲とし、溶液粘度としては
１２ｍＰａ・ｓ～５０ｍＰａ・ｓの範囲とすることが好ましい。インクジェット法による
場合には、１質量％～５質量％の範囲とし、溶液粘度としては３ｍＰａ・ｓ～１５ｍＰａ
・ｓの範囲とすることが好ましい。
【０１１６】
　当該液晶配向剤を調製する際の温度としては、１０℃～５０℃が好ましく、２０℃～３
０℃がより好ましい。
【０１１７】
＜液晶配向膜、その形成方法、液晶表示素子及び液晶表示素子の製造方法＞
　当該液晶配向剤から形成される液晶配向膜も本発明に好適に含まれる。本発明の液晶配
向膜は、基板上に当該液晶配向剤を塗布し、次いで塗布面を加熱することにより基板上に
形成される。また、本発明の液晶表示素子は当該液晶配向膜を備える。以下、本発明の液
晶配向膜の形成方法及び液晶表示素子の製造方法について詳述する。
【０１１８】
（１－１）ＴＮ型、ＳＴＮ型又はＶＡ型液晶表示素子を製造する場合、パターニングされ
た透明導電膜が設けられている基板二枚を一対として、その各透明性導電膜形成面上に、
本発明の液晶配向剤を、好ましくはオフセット印刷法、スピンコート法又はインクジェッ
ト印刷法によりそれぞれ塗布し、次いで、各塗布面を加熱することにより塗膜を形成する
。ここに、基板としては、例えばフロートガラス、ソーダガラス等のガラス；ポリエチレ
ンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエーテルスルホン、ポリカーボネ
ート、脂環式オレフィン等のプラスチックからなる透明基板を用いることができる。基板
の一面に設けられる透明導電膜としては、酸化スズ（ＳｎＯ２）からなるＮＥＳＡ膜（米
国ＰＰＧ社登録商標）、酸化インジウム－酸化スズ（Ｉｎ２Ｏ３－ＳｎＯ２）からなるＩ
ＴＯ膜等を用いることができる。
【０１１９】
　パターニングされた透明導電膜を得る方法としては、例えばパターンなしの透明導電膜
を形成した後フォト・エッチングによりパターンを形成する方法、透明導電膜を形成する
際に所望のパターンを有するマスクを用いる方法等が挙げられる。液晶配向剤の塗布に際
し、基板表面及び透明導電膜と塗膜との接着性をさらに良好にするために、基板表面の塗
膜を形成する面に、官能性シラン化合物、官能性チタン化合物等を予め塗布する前処理を
施しておいてもよい。
【０１２０】
　当該液晶配向剤を塗布した後、液垂れ防止等の目的で、好ましくは予備加熱（プレベー
ク）が実施される。プレベークの温度としては、３０℃～２００℃が好ましく、４０℃～
１５０℃がより好ましく、４０℃～１００℃が特に好ましい。プレベークの時間としては
０．１分～１０分が好ましく、０．５分～５分がより好ましい。
【０１２１】
　次に、溶媒を完全に除去し、必要に応じてポリアミック酸を熱イミド化することを目的
として焼成（ポストベーク）が実施される。ポストベークの温度としては、８０℃～３０
０℃が好ましく、１２０℃～２５０℃がより好ましい。ポストベークの時間としては、５
分～２００分が好ましく、１０分～１００分がより好ましい。当該液晶配向剤は塗布後に



(32) JP 5556395 B2 2014.7.23

10

20

30

40

50

有機溶媒を除去することによって液晶配向膜となる塗膜を形成するが、当該液晶配向剤に
含有される重合体がポリアミック酸又はイミド環構造とアミック酸構造とを併有するポリ
イミドである場合には、塗膜形成後にさらに加熱することによって脱水閉環反応を進行さ
せ、よりイミド化された塗膜としてもよい。
【０１２２】
　形成される塗膜の膜厚としては、０．００１μｍ～１μｍが好ましく、０．００５μｍ
～０．５μｍがより好ましい。
【０１２３】
（１－２）ＩＰＳ型液晶表示素子を製造する場合、櫛歯型にパターニングされた透明導電
膜が設けられている基板の導電膜形成面と、導電膜が設けられていない対向基板の一面と
に、本発明の液晶配向剤を好ましくはオフセット印刷法、スピンコート法又はインクジェ
ット印刷法によってそれぞれ塗布し、次いで各塗布面を加熱することにより塗膜を形成す
る。このとき使用される基板及び透明導電膜の材質、透明導電膜のパターニング方法、基
板の前処理並びに液晶配向剤を塗布した後の加熱方法については上記（１－１）と同様で
ある。形成される塗膜の好ましい膜厚は、上記（１－１）と同様である。
【０１２４】
（２）本発明の方法により製造される液晶表示素子がＶＡ型の液晶表示素子である場合に
は、上記のようにして形成された塗膜をそのまま液晶配向膜として使用することができる
が、所望に応じて次に述べるラビング処理を行った後に使用に供してもよい。一方、ＶＡ
型以外の液晶表示素子を製造する場合には、上記のようにして形成された塗膜にラビング
処理を施すことにより液晶配向膜とする。
【０１２５】
　ラビング処理は、上記のようにして形成された塗膜面に対し、例えばナイロン、レーヨ
ン、コットン等の繊維からなる布を巻き付けたロールで一定方向に擦ることにより行うこ
とができる。これにより、液晶分子の配向能が塗膜に付与されて液晶配向膜となる。さら
に、上記のようにして形成された液晶配向膜に対し、例えば特開平６－２２２３６６号公
報や特開平６－２８１９３７号公報に示されているような液晶配向膜の一部に紫外線を照
射することによって液晶配向膜の一部の領域のプレチルト角を変化させる処理や、特開平
５－１０７５４４号公報に示されているような液晶配向膜表面の一部にレジスト膜を形成
したうえで先のラビング処理と異なる方向にラビング処理を行った後にレジスト膜を除去
する処理を行い、液晶配向膜が領域ごとに異なる液晶配向能を持つようにすることによっ
て得られる液晶表示素子の視界特性を改善することが可能である。
【０１２６】
（３）当該液晶配向膜が形成された基板を２枚準備し、対向配置した２枚の基板間に液晶
を配置することにより、液晶セルを製造する。ここで、塗膜に対してラビング処理を行っ
た場合には、２枚の基板は、各塗膜におけるラビング方向が互いに所定の角度、例えば直
交又は逆平行となるように対向配置される。液晶セルを製造するには、例えば以下の２つ
の方法が挙げられる。
【０１２７】
　第一の方法としては、従来から知られている方法であって、まず、それぞれの液晶配向
膜が対向するように間隙（セルギャップ）を介して２枚の基板を対向配置し、２枚の基板
の周辺部についてシール剤を用いて貼り合わせ、基板表面及びシール剤により区画された
セルギャップ内に液晶を注入充填した後、注入孔を封止することにより、液晶セルを製造
できる。
【０１２８】
　第二の方法としては、ＯＤＦ（Ｏｎｅ　Ｄｒｏｐ　Ｆｉｌｌ）方式と呼ばれる手法であ
って、液晶配向膜を形成した２枚の基板のうちの一方の基板上の所定の場所に、例えば紫
外光硬化性のシール材を塗布し、さらに液晶配向膜面上に液晶を滴下した後、液晶配向膜
が対向するように他方の基板を貼り合わせ、次いで基板の全面に紫外光を照射してシール
剤を硬化することにより、液晶セルを製造できる。
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【０１２９】
　いずれの方法による場合でも、上記のようにして製造した液晶セルにつき、さらに、用
いた液晶が等方相をとる温度まで加熱した後、室温まで徐冷することにより、液晶注入時
の流動配向を除去することが望ましい。そして、液晶セルの外側表面に偏光板を貼り合わ
せることにより、当該液晶表示素子が得られる。
【０１３０】
　シール剤としては、例えば，スペーサーとしての酸化アルミニウム球及び硬化剤を含有
するエポキシ樹脂等が挙げられる。
【０１３１】
　液晶としては、例えばネマティック型液晶、スメクティック型液晶等が挙げられる。こ
れらのうちネマティック型液晶が好ましい。ＶＡ型液晶セルの場合、負の誘電異方性を有
するネマティック型液晶が好ましい。このような液晶としては、例えばジシアノベンゼン
系液晶、ピリダジン系液晶、シッフベース系液晶、アゾキシ系液晶、ビフェニル系液晶、
フェニルシクロヘキサン系液晶等が挙げられる。ＴＮ型液晶セル又はＳＴＮ型液晶セルの
場合、正の誘電異方性を有するネマティック型液晶が好ましい。このような液晶としては
例えばビフェニル系液晶、フェニルシクロヘキサン系液晶、エステル系液晶、ターフェニ
ル系液晶、ビフェニルシクロヘキサン系液晶、ピリミジン系液晶、ジオキサン系液晶、ビ
シクロオクタン系液晶、キュバン系液晶等が挙げられる。また上記液晶に、例えばコレス
テリルクロライド、コレステリルノナエート、コレステリルカーボネート等のコレステリ
ック液晶（メルク社、「Ｃ－１５」、「ＣＢ－１５」）として販売されているようなカイ
ラル剤；ｐ－デシロキシベンジリデン－ｐ－アミノ－２－メチルブチルシンナメート等の
強誘電性液晶等をさらに添加して使用できる。
【０１３２】
　液晶セルの外表面に貼り合わされる偏光板としては、ポリビニルアルコールを延伸配向
させながら、ヨウ素を吸収させた「Ｈ膜」と称される偏光膜を酢酸セルロース保護膜で挟
んだ偏光板又はＨ膜そのものからなる偏光板が挙げられる。
【０１３３】
　＜化合物＞
　本発明の化合物は、上記式（１）で表される。当該化合物は、液晶配向膜を形成するた
めの液晶配向剤等の成分として好適に使用できる。当該化合物及び化合物の製造方法の詳
細な説明については、当該液晶配向剤に含まれる［Ｂ］化合物の説明の項で行っているの
で、ここでは省略する。
【実施例】
【０１３４】
　以下、実施例に基づき本発明を詳述するが、この実施例の記載に基づいて本発明が限定
的に解釈されるものではない。
【０１３５】
＜［Ａ］重合体の合成例＞
［合成例１］
　テトラカルボン酸二無水物として１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無
水物９８ｇ（０．５０モル）及びピロメリット酸二無水物１１０ｇ（０．５０モル）並び
にジアミンとして４，４’－ジアミノジフェニルメタン２００ｇ（１．０モル）をＮ－メ
チル－２－ピロリドン２３０ｇ及びγ―ブチロラクトン２，１００ｇからなる混合溶媒に
溶解し、４０℃で３時間反応を行った後、γ―ブチロラクトン１，３５０ｇを追加するこ
とにより、ポリアミック酸（ＰＡ－１）を１０質量％含有する溶液を得た。この溶液の溶
液粘度は１２５ｍＰａ・ｓであった。
【０１３６】
［合成例２］
　テトラカルボン酸二無水物として１，２，３，４－シクロブタンテトラカルボン酸二無
水物２００ｇ（１．０モル）及びジアミンとして２，２’－ジメチル－４，４’－ジアミ
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ノビフェニル２１０ｇ（１．０モル）をＮ－メチル－２－ピロリドン３７０ｇ及びγ―ブ
チロラクトン３，３００ｇからなる混合溶媒に溶解し、４０℃で３時間反応を行うことに
より、ポリアミック酸（ＰＡ－２）を１０質量％含有する溶液を得た。この溶液の溶液粘
度は１６０ｍＰａ・ｓであった。
【０１３７】
［合成例３］
　テトラカルボン酸二無水物として２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無
水物１１０ｇ（０．５０モル）及び１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－メ
チル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）ナフト［１，２－ｃ］フ
ラン－１，３－ジオン１６０ｇ（０．５０モル）、ジアミンとしてｐ－フェニレンジアミ
ン９４ｇ（０．８７モル）、１，３－ビス（３－アミノプロピル）テトラメチルジシロキ
サン２５ｇ（０．１０モル）、及び３，６－ビス（４－アミノベンゾイルオキシ）コレス
タン９．６ｇ（０．０１５モル）並びにモノアミンとしてオクタデシルアミン８．１ｇ（
０．０３０モル）をＮ－メチル－２－ピロリドン９６０ｇに溶解し、６０℃で６時間反応
を行ってポリアミック酸を含有する溶液を得た。得られたポリアミック酸溶液を少量分取
し、これにＮ－メチル－２－ピロリドンを加えてポリアミック酸濃度１０質量％の溶液を
して測定した溶液粘度は６０ｍＰａ・ｓであった。
　次いで、得られたポリアミック酸溶液にＮ－メチル－２－ピロリドン２，７００ｇを追
加し、さらにピリジン４００ｇ及び無水酢酸４１０ｇを添加して１１０℃で４時間脱水閉
環を行った。脱水閉環反応後、系内の溶媒を新たなγ―ブチロラクトンで溶媒置換（本操
作にて脱水閉環反応に使用したピリジン及び無水酢酸を系外に除去した。以下同じ。）す
ることにより、イミド化率約９５％のポリイミド（ＰＩ－１）を約１５質量％含有する溶
液を得た。得られたポリイミド溶液を少量分取し、γ－ブチロラクトンを加えてポリイミ
ド濃度１０質量％の溶液として測定した溶液粘度は７０ｍＰａ・ｓであった。
【０１３８】
［合成例４］
　テトラカルボン酸二無水物として２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無
水物１１０ｇ（０．５０モル）及び１，３，３ａ，４，５，９ｂ－ヘキサヒドロ－８－メ
チル－５－（テトラヒドロ－２，５－ジオキソ－３－フラニル）－ナフト［１，２－ｃ］
－フラン－１，３－ジオン１６０ｇ（０．５０モル）、ジアミンとしてｐ－フェニレンジ
アミン９５ｇ（０．８８モル）、４，４－ジアミノ－２，２－ビス（トリフルオロメチル
）ビフェニル３２ｇ（０．１０モル）及び３，６－ビス（４－アミノベンゾイルオキシ）
コレスタン６．４ｇ（０．０１０モル）並びにモノアミンとしてオクタデシルアミン８．
１ｇ（０．０３モル）をＮ－メチル－２－ピロリドン９６０ｇに溶解し、６０℃で９時間
反応を行ってポリアミック酸を含有する溶液を得た。得られたポリアミック酸溶液を少量
分取し、これにＮ－メチル－２－ピロリドンを加えてポリアミック酸濃度１０質量％の溶
液をして測定した溶液粘度は５８ｍＰａ・ｓであった。
　次いで、得られたポリアミック酸溶液に、Ｎ－メチル－２－ピロリドン２，７３０ｇを
追加し、さらにピリジン４００ｇ及び無水酢酸４１０ｇを添加して１１０℃で４時間脱水
閉環を行った。脱水閉環反応後、系内の溶媒を新たなγ―ブチロラクトンで溶媒置換する
ことにより、イミド化率約９５％のポリイミド（ＰＩ－２）を約１５質量％含有する溶液
を得た。得られたポリイミド溶液を少量分取し、γ－ブチロラクトンを加えてポリイミド
濃度１０質量％の溶液として測定した溶液粘度は６９ｍＰａ・ｓであった。
【０１３９】
［合成例５］
　テトラカルボン酸二無水物として２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無
水物１１０ｇ（０．５０モル）並びにジアミンとしてｐ－フェニレンジアミン４３ｇ（０
．４０モル）及び３（３，５－ジアミノベンゾイルオキシ）コレスタン５２ｇ（０．１０
モル）をＮ－メチル－２－ピロリドン８３０ｇに溶解し、６０℃で６時間反応を行ってポ
リアミック酸を含有する溶液を得た。得られたポリアミック酸溶液を少量分取し、これに
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Ｎ－メチル－２－ピロリドンを加えてポリアミック酸濃度１０質量％の溶液をして測定し
た溶液粘度は６０ｍＰａ・ｓであった。
　次いで、得られたポリアミック酸溶液にＮ－メチル－２－ピロリドン１，９００ｇを追
加し、さらにピリジン４０ｇ及び無水酢酸５１ｇを添加して１１０℃で４時間脱水閉環を
行った。脱水閉環反応後、系内の溶媒を新たなＮ－メチル－２－ピロリドンで溶媒置換す
ることにより、イミド化率約５０％のポリイミド（ＰＩ－３）を約１５質量％含有する溶
液を得た。得られたポリイミド溶液を少量分取し、Ｎ－メチル－２－ピロリドンを加えて
ポリイミド濃度１０質量％の溶液として測定した溶液粘度は４７ｍＰａ・ｓであった。
【０１４０】
［合成例６］
　テトラカルボン酸二無水物として２，３，５－トリカルボキシシクロペンチル酢酸二無
水物１１０ｇ（０．５０モル）並びにジアミンとしてｐ－フェニレンジアミン４９ｇ（０
．４５モル）及び３（３，５－ジアミノベンゾイルオキシ）コレスタン２６ｇ（０．０５
モル）をＮ－メチル－２－ピロリドン７５０ｇに溶解し、６０℃で６時間反応を行ってポ
リアミック酸を含有する溶液を得た。得られたポリアミック酸溶液を少量分取し、これに
Ｎ－メチル－２－ピロリドンを加えてポリアミック酸濃度１０質量％の溶液をして測定し
た溶液粘度は５８ｍＰａ・ｓであった。
　次いで、得られたポリアミック酸溶液にＮ－メチル－２－ピロリドン１，８００ｇを追
加し、さらにピリジン４０ｇ及び無水酢酸５１ｇを添加して１１０℃で４時間脱水閉環を
行った。脱水閉環反応後、系内の溶媒を新たなＮ－メチル－２－ピロリドンで溶媒置換す
ることにより、イミド化率約５０％のポリイミド（ＰＩ－４）を約１５質量％含有する溶
液を得た。得られたポリイミド溶液を少量分取し、Ｎ－メチル－２－ピロリドンを加えて
ポリイミド濃度１０質量％の溶液として測定した溶液粘度は６９ｍＰａ・ｓであった。
【０１４１】
＜［Ｂ］化合物の合成＞
［実施例１］
　ホルマリン３２０ｇ、１Ｎ水酸化ナトリウム８ｍＬ、メラミン２０ｇを３５℃で溶解さ
せた後、室温で一昼夜放置して析出したヘキサメチロールメラミンの結晶を吸引ろ過した
後、メタノールで洗浄した後、真空乾燥することでヘキサメチロールメラミンの精製物を
４８ｇ得た。次いで、このヘキサメチロールメラミンにテトラヒドロフラン２５０ｍＬ、
下記化合物（Ｂ１－１）を１２０ｇ加えて７０℃に加熱した後、０．５Ｎ塩酸水を１ｍＬ
加えて８時間反応させた後、０．５Ｎ水酸化ナトリウム水溶液で中和して反応を終了させ
た。次いで、反応液を２Ｌの水に注いで得られた沈殿をろ別し、この沈殿をクロロホルム
／エタノールを展開溶媒としたシリカカラムにより精製することで化合物（Ｂ１－１）の
平均置換数が２の化合物（Ｂ－１）を得た。平均置換数はＧＰＣによって分析した。
【０１４２】
【化２５】

【０１４３】
［実施例２］
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　化合物（Ｂ１－１）の代わりに下記化合物（Ｂ２－１）を４３ｇ用いた以外は合成例Ｂ
１と同様に操作してステロイド骨格を有する基の平均置換数が１の化合物（Ｂ－２）を得
た。
【０１４４】
【化２６】

【０１４５】
＜液晶配向剤の調製＞
［実施例３］
　［Ａ］重合体としてポリアミック酸（ＰＡ－１）を含有する溶液及びポリイミド（ＰＩ
－１）を含有する溶液を、ポリアミック酸（ＰＡ－１）：ポリイミド（ＰＩ－１）＝８０
：２０（質量比）となるように混合し、これにγ－ブチロラクトン、Ｎ－メチル－２－ピ
ロリドン及びエチレングリコール－モノ－ｎ－ブチルエーテルを加え、さらに［Ｂ］化合
物として化合物（Ｂ－１）を含有する溶液を、これに含まれる［Ｂ］化合物に換算して重
合体の合計１００質量部に対して１０質量部加えて十分に撹拌し、溶媒組成がγ－ブチロ
ラクトン：Ｎ－メチル－２－ピロリドン：エチレングリコール－モノ－ｎ－ブチルエーテ
ル＝７１：１７：１２（質量比）、固形分濃度６．０質量％の溶液とした。この溶液を孔
径１μｍのフィルターを用いて濾過することにより、液晶配向剤を調製した。なお、エポ
キシ化合物としてはＮ，Ｎ，Ｎ’，Ｎ’－テトラグリシジル－４，４’－ジアミノジフェ
ニルメタンを使用した。
【０１４６】
［実施例４～７及び比較例１～５］
　配合する化合物の種類と使用量を、それぞれ表１に記載の種類及び量とした以外は、実
施例３と同様に操作して、液晶配向剤を調製した。なお、表１中のＦ－１はヘキサメトキ
シメチロールメラミン（サイメルＣ３００、ＭＩＴＳＵＩ－ＣＹＴＥＣ社）を示す。また
、「－」は、成分を使用しなかったことを示す。
【０１４７】
［実施例８］
　［Ａ］重合体としてポリイミド（ＰＩ－３）を含有する溶液に、Ｎ－メチル－２－ピロ
リドン及びエチレングリコール－モノ－ｎ－ブチルエーテルを加え、さらに［Ｂ］化合物
として化合物（Ｂ－１）を含有する溶液を、これに含まれる［Ｂ］化合物に換算して重合
体の合計１００質量部に対して１０質量部加えて十分に撹拌し、溶媒組成がＮ－メチル－
２－ピロリドン：エチレングリコール－モノ－ｎ－ブチルエーテル＝５０：５０（質量比
）、固形分濃度６．０質量％の溶液とした。この溶液を孔径１μｍのフィルターを用いて
濾過することにより、液晶配向剤を調製した。
【０１４８】
［実施例９～１２及び比較例６～１０］
　配合する化合物の種類と使用量を、それぞれ表１に記載の種類及び量とした以外は、実
施例８と同様に操作して、液晶配向剤を調製した。なお、表１中のＥ－１はジペンタエリ
スリトールペンタアクリレート及びジペンタエリスリトールヘキサアクリレートの混合物
（アロニックスＭ４０２、東亞合成社）を示す。
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＜液晶表示素子の製造＞
　実施例３～７及び比較例１～５で調製した液晶配向剤を、液晶配向膜印刷機（日本写真
印刷社）を用いてＩＴＯ膜からなる透明電極付きガラス基板の透明電極面に塗布し、８０
℃のホットプレート上で１分間加熱（プレベーク）して溶媒を除去した後、２００℃のホ
ットプレート上で１０分間加熱（ポストベーク）して、平均膜厚６００Åの塗膜を形成し
た。この塗膜に対し、レーヨン布を巻き付けたロールを有するラビングマシーンにより、
ロール回転数５００ｒｐｍ、ステージ移動速度３ｃｍ／秒、毛足押しこみ長さ０．４ｍｍ
でラビング処理を行い、液晶配向能を付与した。その後、超純水中で１分間超音波洗浄を
行ない、次いで１００℃クリーンオーブン中で１０分間乾燥することにより、液晶配向膜
を有する基板を得た。これらの操作を繰り返し、液晶配向膜を有する基板を一対（２枚）
得た。次に、上記一対の基板の液晶配向膜を有するそれぞれの外縁に、直径５．５μｍの
酸化アルミニウム球入りエポキシ樹脂接着剤を塗布した後、液晶配向膜面が相対するよう
に重ね合わせて圧着し、接着剤を硬化させた。次いで、液晶注入口より一対の基板間に、
ネマチック型液晶（メルク社、ＭＬＣ－６２２１）を充填した後、アクリル系光硬化接着
剤で液晶注入口を封止することにより、液晶セルを製造した。
【０１４９】
　実施例８～１２及び比較例６～１０で調製した液晶配向剤を、液晶配向膜印刷機（日本
写真印刷社）を用いてＩＴＯ膜からなる透明電極付きガラス基板の透明電極面に塗布し、
８０℃のホットプレート上で１分間加熱（プレベーク）して溶媒を除去した後、２００℃
のホットプレート上で１０分間加熱（ポストベーク）して、平均膜厚６００Åの塗膜を形
成した。この操作を繰り返し、液晶配向膜を有する基板を一対（２枚）得た。次に、上記
一対の基板の液晶配向膜を有するそれぞれの外縁に、直径５．５μｍの酸化アルミニウム
球入りエポキシ樹脂接着剤を塗布した後、液晶配向膜面が相対するように重ね合わせて圧
着した後、接着剤を硬化した。次いで、液晶注入口より一対の基板間に、ネマティック型
液晶（メルク社、ＭＬＣ－６６０８）を充填した後、アクリル系光硬化接着剤で液晶注入
口を封止することにより、液晶セルを製造した。
【０１５０】
＜評価＞
　調製した液晶配向剤を用いて製造した液晶表示素子について以下の評価をした。結果を
表１に併せて示す。
【０１５１】
［耐候性の評価］
　液晶セルに対し、７０℃において５Ｖの電圧を６０マイクロ秒の印加時間、１６７ミリ
秒のスパンで印加した後、印加解除から１６７ミリ秒後の電圧保持率を、東陽テクニカ社
「ＶＨＲ－１」により測定した（初期電圧保持率（ＶＨＲＩＮ））。次いで初期電圧保持
率測定後の液晶セルに対し、カーボンアークを光源とするウェザーメーターを用いて５，
０００時間の光照射を行った。光照射後の液晶セルにつき、上記と同様の方法により再度
電圧保持率を測定した（光照射後電圧保持率（ＶＨＲＡＦ））。電圧保持率の維持率が９
０％以上であった場合の耐候性を良好と判断し、９０％未満であった場合の耐候性を不良
と判断した。
【０１５２】
［残留ＤＣ電圧の評価］
　上記のようにして製造した液晶セルにつき、フリッカ消去法にてセル中のＤＣ電圧値を
測定した（初期ＤＣ電圧）。次いで、この液晶セルに対し、１００℃において直流１７Ｖ
の電圧を２０時間印加した。電圧印加後のセルについて、直流電源解放後１５分経過した
後に、再度フリッカ消去法にてセル中のＤＣ電圧値を測定した。このとき、電圧印加後の
ＤＣ電圧値から初期ＤＣ電圧値を減じた値を残留ＤＣ電圧とした。残留ＤＣ電圧の値が５
００ｍＶ未満であった場合を「＋」、５００ｍＶ以上であった場合を「－」として評価し
た。
【０１５３】
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【表１】

【０１５４】
　表１の結果から明らかなように、本発明の液晶配向剤は良好な電気特性が維持されると
共に、優れた耐候性を有し、残留ＤＣ電圧の増大が抑制された液晶配向膜を形成可能なこ
とがわかった。
【産業上の利用可能性】
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【０１５５】
　本発明によれば、長時間連続駆動をした場合であっても良好な液晶配向性能及び電気特
性が維持されると共に、優れた耐候性を有し、残留ＤＣ電圧の増大が抑制された液晶配向
膜を形成可能な液晶配向剤、液晶配向膜、液晶配向膜を備える液晶表示素子、化合物及び
化合物の製造方法を提供できる。従って、本発明の液晶表示素子は高品位の表示が可能で
あり、長期間駆動をした場合にも表示性能の劣化が少なく、種々の装置に有効に適用でき
、例えば時計、携帯型ゲーム、ワープロ、ノート型パソコン、カーナビゲーションシステ
ム、カムコーダー、携帯情報端末、デジタルカメラ、携帯電話、各種モニター、液晶テレ
ビ等の表示装置に好適に適用される。
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